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日本の組織・生産管理に
強い印象

日本企業との
協業の利点と課題

　ベトナムの産業人材育成のため、ハ

ノイとホーチミンの両都市に設置され

たベトナム日本人材協力センターでは、

同国の産業界を牽引し、日本企業のビ

ジネスパートナーとなり得る若手経営

者を育成するため、2009年に「経営塾」

を開講した。参加者は主に同国の中小

企業の経営者や幹部などで、約１年に

わたり経営戦略などを学ぶ。

　研修の最後に行われる日本での「本

邦研修」で、７月下旬に第３期生の23

人の研修員たちが、関西を中心にさま

ざまな分野・規模の企業を訪問した。

その最終日、５つのグループの代表者

たちによる研修成果の発表や意見交換、

そして講師を務めたパナソニックエク

セルインターナショナル（株）の関忠

夫氏の講評が行われた。

　それらのうち、ヴィナハサ・ベトナ

ム社の副社長グエン・ホアン・ラム氏

は今回の本邦研修で感じた日本の組織

管理の強みについて語った。

　ラム氏は訪問した企業の中で、従業

員が50人以下の中小企業を例に挙げな

がら、「工場の規模は同程度なのに、ベ

トナム企業の数十倍の利益を上げてい

る会社もあり驚いた」と語り、その理

由を、生産ラインの合理化による生産

能力向上にある、と分析。また“３S（整

理・整頓・清掃）”活動などが活発で、

チームワークの良さが品質向上などに

つながっているのでは、と指摘した。

さらに、日本企業は経営理念をしっか

り持ち、お客様と従業員を大切にして

いるのが印象的だったと述べた。

　また、ラム氏のグループの研修員が

自社で今後実行すべきと考えているこ

とを話したが、特に「経営理念の従業

員への浸透」を重視する声が目立った。

　ギアカーン技術通商社の社長である

ブイ・ダン・フォン氏は、日本・ベト

ナム企業が協力する上での利点と課題

について発表した。

　フォン氏は、ベトナムはインフラや

各種制度の未整備などの問題はあるが

経済発展のスピードが早く、日本企業

が技術や投資などで協力することで互

いにメリットがあると訴えた。また今

後は両国民の考え方や習慣の違いを克

服し、ベトナム行政機関での諸手続き

を円滑に進めていくため、両国企業の

連携が重要だと指摘した。

　その上でフォン氏は、ベトナム企業は、

品質や納期、ビジネスマナーへの意識

が弱いので、もっと日本企業から学ぶ

べきと強調した。なお意見交換の際、

研修員から「日本企業は要求するスペ

ックをたびたび変更するため対応が難

しい」といった意見も出たが、フォン

氏は「お互い忍耐力を持ち、なるべく

長く協議時間を設け相互理解を促進す

るべきでは」と述べた。

　そのほか、マーケティング戦略、研

究開発、採用・人事制度をテーマに発

表が行われたが、例えば「ベトナム企

業で問題となっている不公平な人事評

価の改善のため、研修で学んだKPI（重

要業績評価指標）を通して従業員を公

平に報いる仕組み作りをすべき」とい

った、日本から学んだベトナム企業の

改善の提案がなされた。

　なお、発表会の後に行われた、本邦

研修に関する評価会では、「ベトナムに

関心のある企業と対話する時間を多く

してほしい」という研修生からの要望

が相次ぎ、研修生の日本企業との協業

に対する熱意が伝わってきた。今後の

ベトナムと日本のビジネス関係の一層

の強化が期待される。

ベトナム企業人たちが日本で研修

［日本人材協力センター］

ベトナムとの
ビジネス連携強化に期待

ベトナム日本人材協力センターが同国で開講する「経営塾」第3期生の「本邦研修」が（独）

国際協力機構関西国際センター（JICA関西）で行われ、研修員23人が7月下旬に来日し

約2週間、企業訪問や交流会に参加した。最終日の8月3日には、研修成果を踏まえた今

後の自社の経営方針や、日本とのビジネス連携についての発表・意見交換を行った。

　装置は、濁りの強い水や、河川水な

ど濁度の変動が激しい水でも安定的に

浄化できる独自のセラミック膜を活用

している。

　セラミック膜は、通常の膜を用いた

水質浄化装置で使われている高分子膜

などに比べて丈夫で、長く使用しても

損傷が少ない点が特徴だ。膜の寿命は

15年以上、使用後もセラミック原料と

してリサイクルできるという。

　浄化したい水を凝縮剤を使って凝縮し、

供給ポンプを用いて直径0.1マイクロメ

ートルの穴の開いた膜を通過させるこ

とで浄化する仕組み。水に含まれるク

リプトスポリジウムをはじめとする原

虫類や、大腸菌などの細菌類を除去で

きる。

　この浄化装置を発電機とともにトラ

ックに搭載。そのまま移動できるため、

浄水場の設置が難しい地域への設置や

災害時などの緊急対策として活用が可

能なことから、納入先からも高く評価

された。

　今回納入が決まったマラウイ、トーゴ、

ケニアの３カ国に対しては、それぞれ

今年末から来年２月までかけて順次、

現地に装置を納入していく予定だ。マ

ラウイには１台当たり１日の浄水能力

が75　の装置３台を12月ごろに納入す

る計画。また、トーゴには同50　の装

置３台を来年１月ごろに、ケニアには

同50　の装置２台を来年２月ごろにそ

れぞれ納入する。

　いずれも浄化能力が最大540NTU（ホ

ルマジンを標準液に用いた測定方法で

１リットル当たり540ミリグラム）まで

の高濁度水を処理できる。

　最近では気候変動の影響もあり、世

界各地で洪水などの自然災害が頻発し

ている。日本政府はこうした影響を受

けやすい開発途上国に対して政府開発

援助（ODA）などを通じて支援する姿

勢を打ち出している。

　今回、納入先に決まった３カ国も、

急激な降雨などによって洪水などが発

生している。その対応が急務で、災害

時に安全な水をいかに確保するかが求

められていた。３カ国は日本政府に対

して被災地で使用できる浄水装置など

の機材提供を要請。これを受け、日本

政府は無償を通じて支援することを決

めた。

　同社は今後、アフリカに限らず、災

害時の対策や安全な水の確保に悩む他

の地域にも展開したい考えだ。

マラウイなどアフリカ3カ国に

［メタウォーター］

車載式水質浄化装置を納入

メタウォーター（株）は9月、セラミック膜を使った車載式浄水装置のアフリカ展開を開始した。

日本政府の無償資金協力（環境プログラム無償）を通じて、まずはマラウイ、ケニア、トーゴ

の3カ国に装置を順次提供する。災害対策向けに同社の車載式装置が採用されるのは初

めてだという。今後は水の確保が難しい地域など他地域への展開も想定している。

日本企業の印象を語るラム氏

災害対策向けに初めて納入される車載式水質浄化装置

各発表後に熱心な意見交換が交わされた
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